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３．事業の実施状況 

平成 28 年度富山県計画に規定した事業について、令和５年度終了時における事業の実施

状況について記載。 

事業の区分 １－１．病床の機能分化・連携 
事業名 【NO.2（医療分）】 

病床の機能分化・連携を推進するための基

盤整備事業（回復期機能病床確保事業） 

【総事業費】 
120,000 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～令和６年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、富山県において必要とされる回復期医療を確保するた

め、回復期機能病床の増床を図る。 

また、切れ目なく医療が提供されるよう、病院間の機能分担及

び連携に向けた取組を進める。 

アウトカム指標： 

回復期機能病床の確保 

事業の内容（当初計画） 今後、富山県において必要とされる回復期医療を確保す

るため、回復期機能病床の増床を図る。 

また、切れ目なく医療が提供されるよう、病院間の機能分担

及び連携に向けた取組を進める。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

【R5】回復期機能整備施設数 ３箇所 

 

アウトプット指標（達成

値） 

【R5】回復期機能整備施設数 ２箇所 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

回復期機能病床 

769 床(H26) → 1,573 床(H30) → 1,851 床(R5) 

（１）事業の有効性 
本事業により、回復期機能病床への転換を希望する県内

医療機関の円滑な転換が図られている。回復期機能病床の

整備を行う医療機関の増加に向けて、制度の周知を図って

いく。 

（２）事業の効率性 
 転換に必要な基準額等を示すことにより、共通認識のも

とで整備が行われ、効率的な転換が図られた。 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【No.１（介護分）】 

富山県地域密着型介護基盤整備事業 

【総事業費】 
1,076,890 

千円 
事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～令和６年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・小規模多機能型居宅介護など在宅サービス基盤の整備の

推進 

・小規模特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホー

ムなど地域密着型サービス基盤の整備や施設における生

活環境の改善 

アウトカム指標：特別養護老人ホーム待機者数の減少 

事業の内容（当初計画） 

 

① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行

う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム       116 床（４カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ３施設 

 小規模多機能型居宅介護事業所      ４施設 

 認知症対応型デイサービスセンター    ２施設 

 認知症高齢者グループホーム       ９施設 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    １施設 

 生活支援ハウス             ６施設 

 介護予防拠点       6.6 施設 ※２カ年度整備 

 地域包括支援センター     0.6 施設 ※２カ年度整備 

 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支 

援を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム            116 床 

 介護老人保健施設               ８床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   ４施設 

小規模多機能型居宅介護事業所         42 床 

 認知症高齢者グループホーム         126 床 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       18 床 

 訪問看護ステーション（サテライト型事業所）２施設 
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アウトプット指標（当初

の目標値） 

・特別養護老人ホーム 5,950 床 → 6,066 床 

・認知症高齢者グループホーム 2,258 床 → 2,384 床  

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ７カ所 → 10

カ所 

・認知症対応型デイサービスセンター 72 カ所 → 74 カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 80 カ所 → 84 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 → ２カ所 

・介護予防拠点       6.6 カ所（※H27～28 の２カ年事

業）  

・地域包括支援センター0.6 カ所（※H27～28 の２カ年事業） 

・生活支援ハウス ４カ所 → 10 カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

○H28 に実施した事業 

・介護老人保健施設 ８床 

・認知症高齢者グループホーム 36 床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 

・介護予防拠点 0.6 カ所（※H27～28 の２カ年事業）  

・地域包括支援センター 0.6 カ所（※H27～28 の２カ年事

業） 

○H29 に実施した事業 

・地域密着型特別養護老人ホーム 116 床 

・認知症高齢者グループホーム 108 床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 

○R4 に実施した事業 

・認知症対応型デイサービスセンター １カ所 

・介護療養型医療施設から介護医療院への転換 ９床 

・看取り環境整備 １施設 

・簡易陰圧装置の設置 ６施設 

・ゾーニング環境等の整備 ６施設 

○R5 に実施した事業 

・認知症高齢者グループホーム 27 床 

・小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 

・認知症デイサービスセンター １カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 

・ユニット化改修等 48 床 
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・介護療養型医療施設の転換 １施設 

・簡易陰圧装置の整備 ３施設 

・ゾーニング環境等の整備 ２施設 

・多床室の個室化改修整備 １施設 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の整備が進み、介護が必要に

なっても住み慣れた地域で生活できる基盤の構築が図られ

た。 
（２）事業の効率性 
施設整備の補助にあたっては、日頃から市町村及び事業

者との連絡を密にとり、整備内容及びスケジュールの変更

に伴う手続の迅速化を図った。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.18（医療分）】 

地域医療支援センターの運営（地域枠に係

る修学資金の貸与事業、無料職業紹介事業、

定年退職後の医師の活用事業を含む） 

（地域医療確保・再生修学資金） 

【総事業費】 
126,975 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～令和６年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内で急性期医療を担う公的病院等や産科や小児科などの特

定診療科で医師が不足しており、医師確保対策が必要である。 

アウトカム指標： 

小児１万対小児医数 12.1 人（H26）→12 人（R3） 

出生千対産科医数 12.3 人（H26）→13 人（R3） 

事業の内容（当初計画） ①国の緊急医師確保対策及び骨太方針 2009 に基づき定員

を増員した富山大学及び金沢大学の特別枠入学生に対し、

卒業後に公的病院等の特定診療科（産科、小児科、小児外

科、麻酔科、救急科、総合診療）で勤務することを返還免除

要件とする「地域医療確保修学資金」を貸与。 

②県内において、特定診療科（小児科、小児外科、産科、麻

酔科、救急科、総合診療科）や公的病院等での診療従事を志

望する医学生に「地域医療再生修学資金」を貸与。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

【R5】 

①地域医療確保修学資金貸与医学生 新規 12 人 
②地域医療再生修学資金貸与医学生 新規 20 人 
 

アウトプット指標（達成

値） 

【R5】 

①地域医療確保修学資金貸与医学生 新規 11 人 

②地域医療再生修学資金貸与医学生 新規８人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・小児１万対小児科医数  

13.2 人（R2）→13.7 人（R4） 

・出生千対産科医数 

16.5 人（R2）→17.3 人（R4） 

医師・歯科医師・薬剤師統計の結果により確認していると

ころ、令和５年度は調査が実施されていないため確認でき
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ないが、最新の令和４年度調査によれば、いずれのアウトカ

ム指標も令和２年度より増加しており、医学部卒業後、富山

県内で医師として勤務することとなる医学生修学資金の貸

与者数も順調に伸びている。 

・R5 年度末貸与総数：487 名 

・R5 年度末貸与者数：88 名 

（１）事業の有効性 

医学生への修学資金の貸与により、医師の県内定着が図

られ、県内の医師数の維持につながっている。 

（２）事業の効率性 

医師の地域偏在・診療科偏在の改善を図りながら、特に、医

師不足が顕著な診療科医師を効率的に増やすことができて

いる。 
その他  

  


